




・本日は、ご多忙な中、お集まりいただきまして誠にありがとうございます。

・それでは、お手許にお配りしておりますパワーポイントの資料に沿って

ご説明いたします。



・まず、当1四半期連結業績（2013年4月～6月）の概要ですが、売上高は

6,079億円となり、前年同期比では、32.6％の増加、約1,500億円の増収

となりました。

一方、利益についても、営業利益が 30億円、経常利益が▲127億円、

四半期純利益が▲179億円となり、各々前年同期から、大幅な収益改善四半期純利益が▲179億円となり、各々前年同期から、大幅な収益改善

を図ることができました。

・前回決算発表時（5/14）、2013年度の業績予想ガイダンスとして

第1四半期の売上高は、約5,500億円、営業利益は▲100億円程度と、

「四半期別 の業績イメ ジを示しておりましたが 当第 四半期の実績は「四半期別」の業績イメージを示しておりましたが、当第1四半期の実績は

これを上回り、営業利益については、2012年度の第3、第4四半期に続き

3四半期連続で、黒字を確保することができました。



・次に、売上高の部門別の状況について説明します。

当第1四半期は、前年同期から大幅な増収となった「デジタル情報家電」、

「太陽電池」「液晶」を始め、全ての部門が伸長した結果、

全体では1,493億円の増収となりました。

尚、部門別・主要商品の状況につきましては、後ほどご説明いたします。



・営業利益の部門別の状況は、次のスライドの通りです。

売上同様、「デジタル情報家電」、「太陽電池」、「液晶」が前年同期に対し

大幅改善となり、急激な円安から国内向け輸入品の採算が悪化した

「健康･環境」を除き、全ての部門において収益改善が進み、全体では

971億円の損益改善となりました971億円の損益改善となりました。



・次のスライドは、前年第1四半期比の営業利益の増減を、「部門別」に

グラフに示したものです。

ご覧の通り、液晶事業の改善が、全社営業利益の改善に大きく寄与し

ました。



・また、次のスライドは、営業利益の増減を「要因別」に分析したものです。

ご覧の通り、人件費、減価償却費を中心とした固定費の削減効果と、

たな卸資産や固定資産の圧縮等の構造改革効果が、収益改善に大きく

寄与しました。



・次のスライドは、主な営業外・特別損益・法人税等の概要です。

当第1四半期は、支払利息の増加等により営業外損益が悪化しましたが、

構造改革関連の費用処理が2012年度で概ね完了しており、ご覧の通り

特別損益が大幅に改善しました。



・次のスライドは、貸借対照表の推移です。

前年度の3月末からの主な変化としては、シンジケートローン契約の

更改に伴い、約1,800億円が短期借入金から長期借入金に振り替わり、

流動負債が減少する一方で固定負債が増加しております。

・また、純資産は、四半期純損失の計上によるマイナス要因がありまし

たが、クアルコムへの第2次第三者割当増資や、為替換算調整勘定等

により、前年度末に対し、17億円の減少に止まりました。

この為、6月末の自己資本比率は6.0％と、前年度末（2013年3月末）と

ほぼ同レベルを維持しましたほぼ同レベルを維持しました。



・次のスライドは、中期経営計画に基づいた施策の推進状況を示した

ものです。

・まず、「自前主義からの脱却・アライアンスの活用」では、MEMSディス

プ レイ共同開発契約に基づき クアルコムへの第２次第三者割当増資プ レイ共同開発契約に基づき、クアルコムへの第２次第三者割当増資

を実施した他、第8.5世代液晶パネル・モジュール工場の立ち上げを骨子

とする「液晶事業に関する業務提携」契約を中国CEC社と締結しました。

・ 「全社コスト構造改革による固定費の削減」では、 人件費、減価償却費

を中心 計 実施 まを中心に、計画に沿って実施しました。

・「財務体質の改善」では、先般公表の通り、「既存シンジケートローン3,600

億円の契約更改」と社債償還に向けた「追加融資枠1,500億円の設定」契

約を締結し、安定資金の確保に努めました。



・次のスライドは、「四半期」別のたな卸資産の推移を示したものです。

6月末のたな卸資産は、2012年度末（3月末）の3,107億円から455億円

増加し3,562億円、月商比は0.42カ月増加の1.76カ月となりましたが、

前年同期に対しては、1,575億円の削減となりました。

この2012年度末（3月末）からの増加は、期末の円安による押し上げ効果

があったことに加え、7月以降の中小型液晶パネルの需要増等に対応し、

在庫の積み上げを図ったことによるものです。



・次のスライドは、有利子負債の推移です。

6月末の有利子負債は、2012年度末（3月末）から49億円減少し、

1兆1,694億円となりました。

先ほどご説明の通り、長期借入金の増加に伴い、ご覧の通り、

前年度末（2013年3月末）に比べ 短期負債の割合が減少しております前年度末（2013年3月末）に比べ 短期負債の割合が減少しております。

引き続き、キャッシュ・フローの改善を進め、削減に取り組んでまいります。



・続いて、部門別及び主要商品の状況について ご説明します。

なお、後ほどご説明致します通り、部門別には「デジタル情報家電」と

「太陽電池」の年間予想をそれぞれ見直しておりますが、会社トータルの

売上高、営業利益等の数値については、期初３ケ月を経過したのみでも売上高、営業利益等の数値については、期初３ケ月を経過したのみでも

あり、前回予想を据え置いております。



・まず、｢デジタル情報家電」部門ですが、前年第1四半期は、国内向け液晶テレビの

需要減や、携帯電話における主要デバイスの供給不足等から202億円の赤字となり

ましたが、当第1四半期は、売上高が前年同期比118.5％の1,589億円となり、

営業利益は前年同期から188億円改善の▲13億円となりました。

・同部門の主要商品である液晶テレビの販売台数は、前年同期比93.8％の156万台

となりましたが、売上高は、103.4％の803億円となりました。

海外では米州、欧州における販売が低迷しましたが、国内では、販売台数が前年

同期並みの98％と販売台数減少に底打ち感が見られた一方、金額ベースの売上高

が３割増になるなど、大型化に伴う単価アップの進展が見られました。

引き続き、60型以上モデルのラインアップ拡充や、新興国等、重点地域における販売

強化、４Kモデルなど新商品の開発推進に取り組み、収益回復に取り組んでまいります。

・また、「携帯電話」については、「IGZO液晶」搭載モデル等の市場投入により、売上高は、

前年同期比171.8％の502億円、販売台数は169.1％の131万台となりました。

当ビジネスは、国内、海外メーカーとの競争激化等、今後も厳しい状況が続くことが想

定されます。当社は、「高精細」「低消費電力」を特長とした「IGZO液晶」搭載モデル

のラインアップ拡充等、国内シェア挽回に向けた取り組みを強化してまいります。のラインアップ拡充等、国内シェア挽回に向けた取り組みを強化してまいります。

年間計画については、足下の厳しい事業環境を織り込み、携帯電話の販売予想を

見直し、デジタル情報家電部門の年間業績予想をご覧のとおり修正しております。



・「健康・環境」部門については、売上高は、前年同期比105.2％の823億円

となりました。

一方、海外生産比率が高い同事業においては、円安の進展による国内

販売の採算悪化もあり、営業利益については、前年同期比77.9％の64

億円となりました。億円となりました。

急激な交易条件の変化に伴い、損益面では厳しい状況が想定されますが、

地産地消の取り組み強化や、ASEANを最重点地域とした海外事業の拡大

により、業績向上に取り組んでまいります。



・次に「太陽電池」部門ですが、 国内市場における住宅用や、メガソーラー等

の産業用の伸長から、売上高は、前年同期比約2倍の843億円となりました。

営業利益については、売上拡大や固定費削減効果等もあり、前年同期の

▲69億円から、68億円の黒字へと、137億円の収益改善を果たしました。

今後とも、ソリューションビジネスの展開強化や、国内事業の一層の拡大に

より、収益力の改善に取り組んでまいります。

・年間業績予想については、国内での足下の好調な販売状況を踏まえ、

ご覧の通りの見直しを行っております。



・また、「ビジネスソリューション」部門については、売上高は、前年同期比

120.0％の776億円となり、営業利益は、3.2倍の75億円となりました。

引き続き、当社の強みである特長ディスプレイと複合機を軸としたソリュー

ションサービス展開を強化し、事業拡大に取り組んでまいります。



・続いて「液晶」部門ですが、昨年の第1四半期は、大型液晶において工場

の稼動調整を実施したほか、中小型液晶でも大手ユーザーからの受注の

ズレ込みがあり、大幅な赤字となりました。

当第1四半期は、大型液晶が堅調に推移し、スマートフォン向け等、当第1四半期は、大型液晶が堅調に推移し、スマ トフォン向け等、

中小型液晶の販売も伸長した結果、売上高は、前年同期比132.8％の

1,938億円、営業利益は前年同期の▲634億円から539億円改善の▲95

億円となりました。

今後とも ケ ト動向に注視するとともに 大手重点 ザ の新規今後ともマーケット動向に注視するとともに、大手重点ユーザーへの新規

デザインインの着実な推進と、取引拡大に取り組み、利益回復と事業の

安定化に取り組んでまいります。



・「電子デバイス」部門については、モバイル機器向けカメラモジュールを

中心に堅調に推移し、売上高は、前年同期比129.0％の612億円となり、

営業利益は前年同期の▲50億円から51億円改善の1億円となりました。

今後とも スマートフォンやタブレット向け高性能カメラモジュールやタッチ今後とも、スマ トフォンやタブレット向け高性能カメラモジュ ルやタッチ

パネル、センサー等、特長デバイスの販売を強化してまいります。



・次に、2013年度の通期予想についてご説明します。



・ 先ほどご説明しました通り、今回は、全社ベースでの、上期、年間の

売上高、営業利益、 経常利益、（当期）純利益 の各々の予想

数値については、前回（5月14日）公表値を据え置いております。



・次の2枚のスライドは、部門別売上高の四半期別推移、年間予想を示した

ものですので、ご参照下さい。

先ほどもご説明しました通り、「デジタル情報家電」、「太陽電池」の年間

予想について修正を行っています。





・同様に次の2枚のスライドは、部門別営業利益の四半期別推移、

年間予想を示したものです。

売上同様、「デジタル情報家電」、「太陽電池」の年間予想について

修正を行っています。





・次のスライドは、設備投資、減価償却費、研究開発費、為替レートの

第1四半期の実績と2013年度の通期予想です。

これらにつきましても、前回公表値を据え置いております。



・本日ご説明しました通り、当第1四半期においては、社内計画に対し、

好調な推移とすることができましたが、依然として、厳しい収益環境、

財務状況あることに変わりはありません。

手を緩めることなく構造改革の取り組みを加速させ、「2013年度当期

純利益の黒字化」に邁進してまいります純利益の黒字化」に邁進してまいります。

ご静聴ありがとうございました。


